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書　評

沢井　実 著

『技能形成の戦後史』
  ―�工場と学校をむすぶもの

市原　　博

BOOK REVIEWS

　著者は，工作機械産業史，鉄道車両工業史，研究開
発体制，産業技術政策，工業教育と技術者の活動，産
業集積と地域経済など，主に機械技術を軸に広範な領
域に亘る膨大な研究を蓄積され，日本産業技術史学学
会賞や日経・経済図書文化賞など多くの賞を受賞され
た日本経済史・経営史研究の大家である。その該博な
知識に基づき，戦後日本の経済成長を支えた主に工業
に関する技能形成の在り方とその問題点を追究された
のが本書である。
　著者は以前，1930 年代から戦時期にかけての技能形
成を論じた著書を刊行されている（沢井 2016）。同書
に対する拙評で評者は，労働研究者によりもっぱら研
究されてきた技能＝熟練形成に関する経済史研究者に
よる初の研究書であろうと書いた。同書に接続する時
期を扱った本書も同様の性格を持っている。それは，
労働研究者による技能 = 熟練研究とは，認識の基本
的枠組みや分析対象・方法が異なっていることも意味
している。
　著者は，技能形成の対象を「指示されたことを指示
された通りに行うだけの単能工ではなく，不確実な事
態に対応できる主体性のある職場の主人公たる多能
工」（p. 11）に設定し，それは，前著で取り上げた
1930 年代の熟練工論争以来変わらなかったと述べら
れている。しかし，その多能工概念は，労働研究での
理解と微妙な差異を含んでいる。多能工は曖昧かつ多
義的な概念で，それほど熟練を要しない作業を複数こ
なすことが出来る「低位多能工」（野村 1993：29-30）
を指すこともあるが，上記熟練工論争で山口貫一や大

内経雄らにより主張された多能工は，基礎的とはいえ
近代工学知識を保有し，それを仕事に応用して工夫で
きる人を意味しており，それ故，その育成に座学が重
視されることになった。戦後の技能者養成の目標にさ
れたのもそうした人々であった（泉 1984：30-31）。
これに対し，著者は，「多能工である熟練工の要件」
として，こうした技能とは別に，「職場で生起する人
間関係を含めたさまざまな問題に対応できる柔軟性，
それを支える「教養」の役割の重要性」（p. 11）を強
調される。この主張の主要な論拠とされるのは，三菱
電機の新入社員教育に関する同社教育課長の記述であ
るが，そこでは，職長へと昇進して行くべき「基幹技
能者」に求められる資質の育成にとっての「人間的・
文化的教養ある社会人としての教育」の重要性が説明
されている（p. 81）。つまり，著者は，多能工概念に
職長を包含させ，その育成に果たした一般教育・教養
教育の役割の大きさを高く評価されることになるので
ある。
　職長へと昇進する基幹技能工の育成が養成工教育の
重要な目標であったのは確かであり，それ故本書では
こうした認識を反映して，技能形成を遂行した方策と
して，入職・職務配属前に技能者が受けた養成工や学
校・訓練機関での教育がもっぱら取り上げられ，労働
研究で技能＝熟練形成の主要方策と位置づけられてい
る OJT は検討対象から外されることとなった。その
ことは，序章「技能形成の両輪―職業訓練と職業教
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育」のタイトルに表わされている。その結果，育成さ
れるべき技能＝熟練として，労働研究で重要な論点と
して取り上げられて来た企業特殊熟練の側面は重視さ
れないことにもなった。
　本論では，中等教育・職業訓練政策および技能者の
育成に関わる義務教育後の教育訓練機関が種類別に章
を立てて論じられる。第 1 章「中教審による職業教育
再編の模索―高校進学率上昇の衝撃」では，1966 年
に最終報告を公表した中央教育審議会第 20 特別委員
会で行われた後期中等教育に占める職業訓練・職業教
育の位置・意義に関する議論が検討され，経済界や教
育訓練関係者などの意見を踏まえて，高校教育の多様
化，各種学校の後期中等教育の担い手としての位置づ
け，全ての教育訓練機関での普通教育の徹底による豊
かな人間性の涵養が打ち出されたことを「時代の『要
請』に向かい合」ったものと評価している。第 2 章

「職業訓練政策をめぐる力学―新職業訓練法の成立
まで」は，1969 年 7 月の職業訓練法の全面改正（新職
業訓練法）をめぐる経営者団体・労働組合の意見と中
央職業訓練審議会の答申および国会での審議，新法の
規程とそれに基づいて作成された「職業訓練基本計
画」の内容が検討される。ここで重視されるのも，多
能工育成に一般教育・教養教育は不可欠との発想が労
使・政府・与野党で共有されていたことであり，さら
にそれが，一般教育・教養教育のウェイトの大きさに
基づく教育訓練機関の位階制的序列の観念を生み出
し，職業訓練施設がその序列の下位に置かれてしまっ
たという問題が指摘される。
　第 3 章と第 4 章は事業内での職業訓練を対象とす
る。第 3 章「高度成長と企業内養成教育の変容―富
士製鉄の事例を中心に」では，新規中卒者を養成工と
して企業内で教育訓練した大企業の企業内養成教育
を，富士製鉄（新日鉄）室蘭・釜石・広畑製鉄所を中
心に，芝浦機械製作所，三菱電機，富士電機，池貝鉄
工の事例も交えて論じている。高校進学率の上昇によ
る新規中卒者採用の困難化と高卒現業員の増加によ
り，企業内養成教育が高卒現業員を対象とする短期養
成の方向に変更され，この過程で一般教育・教養教育
の位置づけが大きく後退したという注目すべき指摘が
なされている。第 4 章「中小零細企業での技能形成
―事業内共同職業訓練と『職人』たち」では，大阪

府を対象に中小企業による職業訓練法に基づく認定事
業内共同職業訓練実施団体が紹介され，また，「町工
場」で技能を形成した 4 人の「職人」の歩みが追跡さ
れ，中小零細工場では，企業内養成施設による Off-JT
を行う工場は少数派で，OJT が教育訓練のすべてとい
うのが常識であったことが明らかにされる。
　第 5 章「高卒技能者時代の到来―学歴・職業関係
の変容とその影響」と第 6 章「変わりゆく工業高等学
校―卒業生の軌跡と直面する諸問題」は，高卒現業
員に関する問題を取り上げている。第 5 章では，1960
年代半ばに一般教育・教養教育を重視した中卒養成工
教育が，中卒養成工の離職の多さと相まって「中だる
み」になっていると会社側に不満を持たれるようにな
り，急増した高卒現業員が内向させた不満への対応と
して職能資格制度が採用され，高卒者を対象に短期の
養成訓練と職場配属後の OJT による技能習得が目指
されたが，彼らもまた離職率の高さという問題を抱え
ていたことが論じられる。第 6 章では，工業高校卒業
生の多くは現業員に採用されても「技術的デスクワー
ク」に就くようになる者が多く，同じ部署に長くとど
まってそこの現場管理者になる傾向があったが，大学
受験ブームにより入学者の質の低下が生じ，1970 年代
初頭に企業による卒業者への評価が変化したことが，
多くの調査を活用して明らかにされる。
　第 7 章と第 8 章は，技能形成に直接関わった公共職
業訓練施設と各種学校を扱っている。第 7 章「公共職
業訓練の変遷と苦闘―高校進学率上昇への対応」で
は，大阪府の公共職業訓練所（校）の内容とその動向が
紹介され，1970 年代になると高校進学率の上昇の影響
で定員・入学者数が減少し，入学者の質も低下し，高
卒者対象の訓練課程を開設して対応しようとしたが，
十分に成果を挙げることが出来ず，成人対象の向上・
再訓練が拡大したとされる。第 8 章「各種学校の量的
拡大と発展―もうひとつの学校における実務能力・
技能の養成」では，各種学校の動向と実態，1975 年の
専修学校の創設に至る各種学校諸団体の運動が紹介さ
れ，各種学校が一般教育・教養教育を削り，技能・技
術・職能教育に特化する中で，安定的発展のために国
家資格・技能検定を目標とする教育に傾斜していった
ことが明らかにされる。終章「高校進学率の上昇と技
能形成の変貌」では，本書の議論がまとめられ，一般
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教育・教養教育の意義を問い直すことが提唱される。
　紙幅の制約から紹介できないが，著者は実に多くの
関連文献・調査報告などを渉猟され，多くの情報を本
書に詰め込まれている。その中には，中小企業のみな
らず，大企業でも OJT が技能形成に大きな役割を果
たしてきたことを示すものも含まれている。しかし，
著者の関心はそこへは向かない。そのため，OJT によ
る技能・能力形成という視点から企業内キャリアを分
析し，その企業特殊性という要因から内部労働市場の
形成を論じ，それを雇用制度・慣行の特質の議論へと
展開していった労働研究と著者はほとんど接点を持た
ないことになった。事実本書には，年功的熟練や知的
熟練など労働研究での技能＝熟練研究で不可欠な用語
は出て来ない。
　それは同時に，労働研究に対して本書が大きな問題
提起をしていることを意味している。著者と労働研究
の視点のズレは，多能工の能力概念の上記した差異に
規定されたものである。労働研究では，著者が探求さ
れた入職・職務配属前の教育訓練はそれほど重視され
てこなかったと言ってよい。しかし，教育資格＝学歴
と日本企業の人事制度との歴史的に強い結びつきを反
映して，経済史・経営史研究では近年，教育と人事・

労働の関係に焦点を当てた研究が進められるようにな
っている。労働研究にとってもこれは重要な論点であ
り得よう。労働研究側の歩み寄りを期待したい。
　その際，著者が提起された一般教育・教養教育の重
視とその 1970 年代の後退は重要な論点となるであろ
う。この点の論拠は，実は，本書では十分ではない。
また，職長養成に必要と考えられたその役割がなぜ弱
まり，「役に立つ」教育がもてはやされるようになっ
たのか，その理由も明確にはされていない。著者の問
題提起が受け止められて，研究が進展することを期待
したい。
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